
議案第９４号 

 

公の施設の指定管理者の指定について（バイオマス利活用施設） 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者として次のとおり指定することについて、同条第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

 

  平成２９年１２月４日提出 

 

                    南あわじ市長 守 本 憲 弘  

 

 

記 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

南あわじ市バイオマス利活用施設神代センター 

南あわじ市バイオマス利活用施設北阿万センター 

 

２ 指定管理者となる団体 

   所在地  南あわじ市八木養宜上１０２９番地８ 

   名 称  南あわじ市バイオマス利活用施設管理組合 

         組合長 赤 穂 秀 樹 

 

３ 指定の期間 

   平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日 



 

 

バイオマス利活用施設（２施設） 
指定管理者候補者選定に関する資料 

 

 

 

 指定管理者指定申請書（写し） ·················· Ｐ１ 

 指定管理者候補者団体概要書 ··················· Ｐ２ 

 指定管理を行う施設の事業計画書 ················· Ｐ３ 

 指定管理に係る収支計画書 ···················· Ｐ５ 

 過去実績表 ··························· Ｐ６ 

 指定管理業務にかかる基本協定書（案） ············· Ｐ７ 
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団体概要書 

フ リ ガ ナ 

団 体 名 称 

ﾐﾅﾐｱﾜｼﾞｼ  ﾊﾞｲｵﾏｽ  ﾘｶﾂﾖｳｼｾﾂｶﾝﾘｸﾐｱｲ 

南あわじ市バイオマス利活用施設管理組合 

フ リ ガ ナ 

代 表 者 名 

    ｱｺｳ  ﾋﾃﾞｷ 

組合長 赤穂 秀樹 

所 在 地 南あわじ市八木養宜上1029番地8 

電話番号 0799-42-0356 FAX番号 0799-42-2275 

設立年月日 平成18年4月1日 

主な事業活動 
（沿革等） 

 

玉葱残さ処理施設の運営、管理に関すること。 

 

団体の特色及び 

経営方針 

適正な運営管理により、生活環境、公衆衛生の向上を図り農業振興

を図る。 

免許・登録等 
 

 

構成員数 

（従業員数） 
淡路玉葱商業協同組合 

指定管理者

制度担当者 

氏 名 谷中  守 担当部署・役職 参事 

電 話 番 号 0799-42-0356 F A X 番 号 0799-42-2275 

メールアドレス  そ の 他  

※ 団体の組織図については、別途添付すること 

 

◎類似施設の管理運営に関する実績（民間の類似施設を含む） 

施設の名称 所在地 業務の内容 管理運営の期間 

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用施

設倭文ｾﾝﾀｰ 

倭 文 安 住 寺

94-17 

玉葱残さ炭化施設の運営・管理 

 

 

18年４月から 

30年3月まで 

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用施

設八木ｾﾝﾀｰ 

八 木 養 宜 上

319-1 

玉葱残さ炭化施設の運営・管理 

 

 

18年４月から 

30年3月まで 

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用施

設賀集ｾﾝﾀｰ 
賀集野田80-1 

玉葱残さ炭化施設の運営・管理 

 

 

18年４月から 

30年3月まで 

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用施

設神代ｾﾝﾀｰ 

神代社家832 玉葱残さ炭化施設の運営・管理 

 

20年４月から 

30年3月まで 

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用施

設北阿万ｾﾝﾀｰ 

北 阿 万 伊 賀 野

486-4 

玉葱残さ炭化施設の運営・管理 

 

20年４月から 

30年3月まで 
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事 業 計 画 書 

Ⅰ 管理運営の基本方針 

１）施設の管理運営を実施するにあたっての基本的な考え方 

・バイオマス利活用施設の適正な運営管理により、生活環境、公衆衛生の向上を図り、農業振興に資

することを目的として管理運営を行う。 

２）指定期間内における達成目標 

・玉ねぎ残さ年間2,500トン処理 

Ⅱ 利用者の施設利用に関する事項 

（１）施設利用の平等の確保への具体的な取組み 

・市広報及び施設利用チラシ等の配布を実施する。 

（２）施設利用者の増加への具体的な取組み 

・農家及び淡路玉葱商協組合員への呼びかけを実施する。 

（３）利用者の意見、要望等の把握の方法 

・各センターにおいてとりまとめ、毎月の利用実績と併せて報告する。 

（４）利用者の苦情等への対処方法 

・基本的に各センターで対応し、市へ報告する。 

Ⅲ 組織体制、人員配置等 

（１）組織体制、人材の確保に関する具体策 

・現在管理組合において常勤職員がおり、管理運営を統括する。 

（２）職員の配置計画 

・各施設に1名を常勤職員として配置する。 

（３）人材育成方針及び職員研修に関する計画等 

・防犯、防災対策等の緊急時の対応等において随時研修を実施する。 

（４）人員確保にかかる地元雇用について 

・現在雇用している職員はすべて、地元雇用であり、今後も継続して地元雇用を実施する。 

（５）その他施設を安定して管理運営を実施するための人員的な手法等 

・管理組合において連携を図る。 

Ⅳ 安全管理への取組み 

（１）施設・設備にかかる安全管理への取組み 

・現在策定している安全管理マニュアルに添って取り組んでいく。 

（２）災害や事故の防止への取組み 

・現在策定している防災マニュアルに添って取り組んでいく。なお、災害、事故等が発生した場合は、

南あわじ市長へ直ちにその状況を報告するとともに安全を第１義として考え対応する。 
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（３）緊急時の対応 

・設備機器における緊急時の対応については、市内設備会社と年間メンテナンス契約を締結し、実施

する。また、緊急時の連絡体制を整える。 

Ⅴ 施設・設備の維持管理 

（１）施設・設備の管理体制 

・統括者1名、各施設常勤１名。異常発生時は、市及び設備会社等各方面連絡。 

（２）施設設備の適切な維持管理への取組み 

・市内設備会社と年間メンテナンス契約を締結し、実施する。 

（３）効率的な維持管理を実施するための考え方（経費の縮減） 

・施設管理においては、定期的なメンテナンスを計画的に実施することが経費節減につながるため、

市内設備会社と年間メンテナンス契約を締結し、修繕費の抑制につなげる。 

Ⅵ 個人情報に関する事項 

（１）個人情報の保護に関する具体的な取組み 

・平成18年4月に市と締結している「南あわじ市バイオマス利活用施設の管理運営に関する協定書

別記『個人情報取扱特記事項』」を引き続き遵守する。 
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収 支 計 画 書 （神代センターと北阿万センター合計） 

項目  年度 Ｈ３０ Ｈ３１    合計 備考 

収

入 

利 用 料 収 入 27,500 27,500    55,000 11,000 円/t 

前期繰越収支差額        

委 託 料 9,700 9,700    19,400  

自 主 事 業 収 入        

収 入 合 計 37,200 37,200    74,400  

支
出 

人 件 費 10,950 10,950    21,900  

需
用
費 

消 耗 品 費 150 150    300  

光 熱 水 費 4,000 4,000    8,000  

修 繕 費 9,815 9,815    19,630  

そ の 他        

役 務 費        

施
設
管
理
費 

保 守 点 検 費 1,285 1,285    2,570 設備点検、検査 

        

        

        

        

使 用 料 ・ 手 数 料 11,000 11,000    22,000  

そ の 他        

自 主 事 業 費        

施 設 使 用 料        

支 出 合 計 37,200 37,200    74,400  

収 支 差 額 0 0    0  

【収入増に向けた取組み】 

  処理量は企業努力により安定的に計画数量を達成しており、能力分操業している。 

 

 ※年間処理計画 2,５00t。実績：平成 27 年度 2,654t、平成 2８年度 3,662t。 

【経費縮減に向けた取組み】 

 日々の清掃等メンテナンスに努め故障回数を少なくし、修繕費を減らす。 

 

（注１）単位は『千円』、会計年度は４月１日から翌年３月３１日とします 

（注２）『施設管理費』には、『保守点検』、『維持管理費・業務委託費』等を記入してください 

（注３）『役務費』には、『通信費』、『広告料』、『手数料』、『保険料』等を記入してください 



単位：kg

年　度 合　　　計 北阿万センター 神代センター 備考

3,060,497 1,147,037 1,913,460 ※２７年度４月～９月実績よりの推定値

1,690,365 617,438 1,072,927 ４月～９月実績

28 3,662,861 1,527,826 2,135,035 年間実績　　ベと病大発生

2,654,421 1,202,559 1,451,862 年間実績

1,461,422 647,325 814,097 参考　２７年度４～９月

26 2,536,722 1,006,189 1,530,533 年間実績

25 2,069,759 1,029,066 1,040,693 年間実績（他に賀集炭化48,440、八木炭化100,665）

24 2,207,370 年間実績（５施設での処理量）

23 2,483,170 年間実績（５施設での処理量）

22 1,533,750 年間実績（５施設での処理量）

21 750,020 年間実績（５施設での処理量）

20 315,550 年間実績（３施設での処理量、倭文・賀集・北阿万）

2,501,990 kgより、年間処理計画目標を２，５００ｔとする。

当初の年間処理計画量２，２００ｔを達成した年度｛平成２３，２４，２５，２６，２７，２９（推定）｝の６カ年の平
均実績　※平成２８年度はべと病大発生による異常値により除外

27

29

バ　イ　オ　セ　ン　タ　ー　過　去　実　績　表

-6-



- 7 - 

 

南あわじ市バイオマス利活用施設の管理運営に関する協定書 

 

 南あわじ市（以下｢甲｣という。）と南あわじ市バイオマス利活用施設管理組合（以

下｢乙｣という。）とは、南あわじ市バイオマス利活用施設（以下｢施設｣という。）の

管理運営に関する業務（以下｢管理業務｣という。）について、次の事項により協定を

締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、南あわじ市公の施設に係る指定管理者の指定手続きに関する

条例（平成 1７年南あわじ市条例第２０６号）第 6 条の規定により指定管理者に

指定された乙が行う施設の管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（管理業務） 

第２条 甲が乙に管理を行わせる施設は、別表第１に掲げる施設とし、乙が行う業

務の範囲は、南あわじ市バイオマス利活用施設条例（平成 18 年南あわじ市条例第

24 号。以下「条例」という。）第 10 条第２項の規定に基づき、次のとおりとする。 

（１）施設の利用の許可及びその取消し並びに施設の維持管理に関すること。 

（２）利用者が施設の設備を損傷し、若しくは減失したときにおける損害賠償の手

続きに関すること。 

（３）前 2 号に揚げるもののほか、市長が別に定める業務。 

（指定管理者の責務） 

第３条 乙は、地方自治法その他の関係法令及び条例その他の関係規定並びにこの

協定の定めるところに従い信義に沿って誠実にこれを履行し、施設が円滑に運営

されるように管理しなければならない。 

２ 乙は、施設を常に善良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。 

３ 乙は、施設使用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設使用者に災

害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲に報告し、甲の指示

に従うものとする。 

４ 乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はその恐れが生じた場合には、速

やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

（指定期間） 

第４条 甲が乙に指定管理者として指定する期間は、平成 30 年 4 月 1 日から平成

32 年 3 月 31 日までとする。 

２ 管理業務にかかる事業年度は、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。 

 （管理業務委託料） 

第５条 乙が第２条に規定する管理業務に対する委託料の額は、970 万円とする。 

（利用料金） 

第６条 施設の利用料金については、条例第 11 条の規定に基づき、乙が徴収するも

のとする。 

（業務報告） 
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第７条 乙は、毎月終了後 10 日以内に、次に掲げる事項を甲に報告しなければなら

ない。 

(1) 業務の月報 

  (2) 実施した内容及び実績 

２ 甲は、管理業務の適正を帰するために乙に対し前項に掲げるもののほか、管理

業務及び経理の状況に関し、必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又

は、必要な指示をすることができる。 

（事業報告） 

第８条 乙は、毎事業年度終了後、2 箇月以内に当該施設に関する次に揚げる事項

を記載した事業報告書を甲に提出し、その承認を得なければならない。 

(1)  管理業務の実施状況 

(2)  施設の利用状況及び利用拒否等の件数及び事由 

(3)  利用料金の収入実績 

(4)  管理に係る経費の収支状況 

（指定の取消し等） 

第９条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認めたときは、指定管理者の指定を

取消し、又は業務の全部又は一部を停止させることができる。 

(1) 本協定に違反したとき。 

(2) 業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

(3)  前 2号の他乙が施設の管理者として管理業務を継続することが適当でないと

認められるとき。 

２ 乙が、この協定を指定期間内に解除しようとするときは、その 3 箇月前までに

甲の承諾を得なければならない。 

３ 甲は、第 1 項に定める場合の他、必要があるときは、業務の全部又は一部を廃

止することができる。この場合においては、甲は、廃止しようとする日の 30 日前

までに乙に通知しなければならない。 

４ 前 2 項により、指定管理者の指定が取消された場合における損害の賠償につい

ては、甲乙協議して定めるものとする。 

（損害の賠償） 

第 10 条 乙は、施設の管理業務の履行にあたり、乙の責に帰すべき事由により甲又

は第三者に損害を与えた場合は、損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害賠償したとき

は、甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

（再委託の禁止） 

第 11 条 乙は、管理業務を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あ

らかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

（個人情報の保護） 

第 12 条 乙は、管理運営業務を実施するに当たっての個人情報の取扱いについては、

別記｢個人情報取扱特記事項｣を厳守しなければならない。 
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（協定の改定） 

第 13 条 施設の管理業務に関し、事情が変更したとき又は特別な事情が生じたとき

は、甲乙協議の上、この協定を改定することができる。 

（協議） 

第 14 条 この協定に関し疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項につい

ては、その都度甲乙協議して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その

1 通を所持する。 

 

  平成３０年４月１日 

 

 

          甲  兵庫県南あわじ市市善光寺 22 番地 1 

 

               南あわじ市長  守 本 憲 弘 

 

 

          乙  兵庫県南あわじ市八木養宜上 1029 番地 8 

南あわじ市バイオマス利活用施設管理組合 

               組合長     赤 穂 秀 樹 
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別記 

   個人情報取扱特記事項 

 （基本的事項） 

第 1 条 乙は、この協定による個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人が識別

され、又は識別され得るものをいう。以下同じ。）の取扱いに当たっては、個人の権利利

益を侵害することのないよう努めなければならない。 

 （秘密の保持） 

第２条 乙は、この協定による事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らない。 

２ 前項に規定する義務は、指定の期限が満了し、又は指定を取り消された後も有効に存続

するものとする。 

 （再委託の禁止） 

第３条 乙は、この協定による事務を自ら処理するものとし、やむを得ず他に再委託すると

きは甲の承諾を得るものとする。 

 （目的外収集・利用の禁止） 

第４条 乙は、この協定による事務を処理するため、個人情報を収集し、又は利用するとき

は、受託事務の目的の範囲内で行うものとする。 

 （第三者への提供の禁止） 

第５条 乙は、この協定による事務を処理するために収集し、又は作成した個人情報が記録

された資料等を、甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 乙は、この協定による事務を処理するため甲から提供された個人情報が記録された

資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 （適正管理） 

第７条 乙は、この協定による事務を処理するため甲から提供を受けた個人情報の滅失及び

損傷の防止に努めるものとする。乙自らが当該事務を処理するために収集した個人情報に

ついても、同様とする。 

 （資料等の返還等） 

第８条 乙は、この協定による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収

集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約完了後直ちに甲に返還

し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるものとす

る。 

 （事故の場合の措置） 

第９条 乙は、この協定に違反する事態が生じ、又は生ずる恐れがあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 （損害賠償） 

第 10 条 乙が故意又は過失により個人情報を漏えいしたときは、乙はそれにより生じた損

害を賠償しなければならない。 
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別表第１（第２条関係） 

 

名    称 所 在 地 

南あわじ市バイオマス施設神代センター 南あわじ市神代社家 832 

南あわじ市バイオマス施設北阿万センター 南あわじ市北阿万伊賀野 486-4 

 



 

議案第９５号     

 

   公の施設の指定管理者の指定について（伊毘漁港海岸環境施設） 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者として次のとおり指定することについて、同条第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

 

  平成２９年１２月４日提出 

 

南あわじ市長 守 本 憲 弘 

 

 

記 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設 

 

２ 指定管理者となる団体 

   所在地  南あわじ市阿那賀１４６３番地６ 

   名 称  南あわじ漁業協同組合 

         代表理事組合長 小 磯 富 男 

 

３ 指定の期間 

   平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日 

 



【南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設】 

指定管理者候補者選定に関する資料 

 

 

指定管理者指定申請書（写し）・・・・・・・・・・Ｐ１ 

団体の団体概要書 ・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２ 

事業計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３ 

収支計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７ 

指定管理業務に係る基本協定書（案）・・・・・・・Ｐ８ 

指定管理業務に係る年度協定書（案）・・・・・・Ｐ１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 （第３条関係）

指定管理者指定申請書

１

′

　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平 成 ２ ９年 １ ０月 ６ 日

南あ わ じ市長

　

，守

　

本

　

憲

　

弘

　

様

　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

所

　

在

　

地

　

南 あ わ じ 市 阿 那 賀 １４６３ 番 地 ６

　　　　　　　　　　　　　　　　

名

　　　

称

　

南 あ わ じ 漁 業 協 同 組 合

　　　　　　　　　　　　

申 請団 体

　　　　　

代表 理事 組合長 ゑ露 顕 濠、

　　　　　　　　　　　　　　　　　

儒 者の氏名

　　

小

　

磯

　

宵． 誘 爆 繕弓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊長髪諺 夢

　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号 ０

　

７

　

９

　

９ 一 ３

　

９ 一 ０ ０ ０

　

５

　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

指定管理者の指定を受けたいので、 次のとおり申請します。

指定を
．受 けよ

うとす

る団体

名

　　　　

称 南あわじ漁業協同組合

事

　

務

　

所

　

の

所

　

在

　　

地
南あわじ市阿那賀１４ ６ ３番 地６

管 理 を 行 お

　

う と す

る 公 の 施 設 の 名 称

南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設

（南あわじ市伊毘う，ずしお村）

添

　　

付

　　

書

　　

類

■

　

事 業計 画

　　　　　　

■ 団 体の概要 説 明 書

■

　

団体の活動実績等

　

■

　

収支計画書

（事務処理欄）



（要項様式３号）

団体概要書

フ

　

ノレ

　

ガ

　

ナ

団

　

体

　

名

　

所

ミナミアワジギョギョウキョウドウクミアイ

南あわじ漁業協同組合

フ

　

ノレ

　

ガ

　

ナ

代

　

表

　

者

　

名

コイ ン

　

トミオ

小

　

磯

　

富

　

男

所

　　

在

　　

地 南あわじ市阿那賀１４６３番地６

電

　

話

　

番

　

号 ０７９９一３９一 ０００５ Ｆ

　

Ａ

　

Ｘ

　

番

　

号 ０７９９一３９一０１５９

設

　

立

　

年

　

月

　

日 昭和２０年４月１日

主な事業活動

（

　

沿 革 等

　

）

・漁業者の協同組織として、販売事業、購買事業等の経済事業

・水産業の振興及び※岨合員の福祉向上

　　

・

・漁業権の管理を中心として資源や漁場の管理

・丸山海釣り公園・魚彩館・漁業活性化センターの管理運営業務

・伊毘うずしお村の管理運営業務

団体の特色及び

経

　

営

　

方

　

針

・稚魚放流等を行うことで「つくり育てる漁業」 の推進に努力し、 漁獲量の

増加を図る。
・海釣り公園の管理運営やイベントの開催を通じて、 観光業の活性化及び都

市と漁村の交流を図る。
・「ワカメ」 や「タコ」 を中心に地元で水揚げされる漁獲物のＰＲ活動を実施

する。

免許・登録等

　　　　　　　　　　

′

、

構

　

成

　

員

　

数

（従業員数）

正組合員

　

９８名

（正規職員

　

９名）

指定管理者

制度担当者

氏

　　　

名 東

　　　

・ 担当部署・役職 南あわじ漁業協同組合職員

電話番号 ０７９９－３９‐０００５ ＦＡＸ番号 ０７９９‐３９‐０１５９

メ←ノレアドレス
ｍｌｎａｍｌａｗａｊｉｇｙｏｂｏ＠ｓａｎｓａｎ

－ｎｅｔ．ｊｐ
そ

　

の

　

他

◎類似施設の管理運営に関する実績 （民間の類似施設を含む）

施設の名称 所在地‐ 業務の内容 管理運営の期間

年

　　

月から

年

　　

月まで

２



（要項様式第６号）

事

　

業

　

計

　

画

　

書

① 管理運営の基本方針

「）施設の管理運営を実施するにあたっての基本的な考え方

　　

伊毘うずしお村は、海水浴場とオートキャンプ場が併設された施設であり、 大鳴門橋に近

　

く、淡路島南インターチェンジからも５分程度であることから、観光地としての立地条件が大

　

変良く、 南あわじ市観光の中心になるように管理運営業務を行う。

　　

将来は、観光客と地域住民との交流を促進し、漁業と観光業を振興して、地域の活性化に寄

　

与できる施設となるように努める。

　　

そのために、伊毘漁港海岸環境施設条例及び指定管理者協定書に基づき管理運営を行い、特

　

に、利用許可については条例に基づき行い、利用者に利用上の注意や禁止事項を徹底させる。

２）指定期間内における達成目標

　　

過去５年間の利用客数の平均を下回らないようにし、収支決算の黒字を維持する。

３）各施設間の連携に関する事項

　　

市内の他の公共施設及び観光施設との情報共有等連携を密にし、 市内各施設との相乗効果

　

を期待しつつ、施設利用者がスムーズに来園し、かつ安心して利用できるような施設運営を行

　

つ。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

，② 管理運営体制として組織に関する事項

「）組織体制、職員（会員）の配置計画

　　

南あわじ漁業協同組合長を委員長として運営部会を設置し、 伊毘地区の役員を中心に必要

　

な人員を各場所に確保する。

　　

営業期間中は、必ず１名以上の人員を配置し、利用者への便宜を図り、不快感を与えないよ

　

うに努める。

２）人材確保に関する具体策（採用計画等）

　　

当面、 管理運営に必要な人員を雇用する。

３）人材育成方針及び職員研修に関する計画等

　　

お客様に不快感を与えないように適｛必要な指導を徹底する。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

３



③ 施設・設備の維持管理

１）施設・設備の管理体制と維持管理計画の適切さ

　　

利用者に不快感を与えないように清掃を適宜行い、 清潔な状態を維持する。

　　

日常点検を行い、 施設の性能劣化を抑えるように努める。

　　

また、施設整備者である南あわじ市と密接な連絡体制をとることで、施設の維持管理や利用

　

状況を報告し、 必要であれば協議を行い、 施設を適切な環境で運営することに努める。

２）効率的な維持管理を実施するための考え方（経費の節減）

　　

施設の管理に常に注意を払い、適切な人員を配置し、光熱水費の無駄な使用は無いように監

　

視することで、効率的な運営及び経費削減を図る。

　　

また、清掃活動や景観づくりなどは、地元の自治会や老人会に協力をお願いするなど、でき

　

ることは地元のボランティアを活用する。

３）外部委託にかかる市内発注の考え方

　　

南あわじ漁業協同組合でできないもの、外部委託の方が安価にできるものがあれば、市内の

　

業者に外部委託する。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

④ 利用者の施設利用とサービス向上

「）サービスの向上の具体的な取り組み

　　

利用者数を把握してアンケート等を取ることで動向調査を行い、お客様のニーズを把握し

　

てサービス向上につなげる。

　　

また、利用者の要望等を吟味し、平等性において適切であると認められる場合は、積極的に

　

改善する。

２）施設利用の平等の確保への具体的な取り組み

　　

伊毘海岸環境施設条例を遵守し、市民並びに観光客利用者に対して公平・公正に施設の利用

　

を許可する。

　　

また、公の施設であることを肝に銘じ、特定の利用者等に有利になる管理運営は、一切行わ

　

≠まし・。

３）施設利用者の増加への具体的な取り組み

　　

地元観光協会及び各種団体とのタイアップ事業については積極的に取り組み、 来園者の集

　

客効果の改善により収入金額の増加を図る。

４）利用者の意見、要望等の把握の方法

　　

利用者数の方にアンケート等を取ることでお客様のニーズを把握するよう努める。

　　

また、 直接苦情等があれば内容をよく聴取し、従業員全員で共有するようにする。

４



５）利用者の苦情等への対処方法

　　

利用に係るトラブルについては、 誠意をもって対応し、 解決するように努める。

６）上記以タトで特別に記載する事項

　　

特にありません。

⑤ 安全管理への取り組み

ィ）施設・設備に係る安全管理への取り組み

　　

終業時には、設備等の電源の確認及び利用者の居残り等がないか常に注意を払う。

　　

また、 日々の日常点検は必ず行い、 事故のないように努める。

２）災害や事故、犯罪の防止への取り組み

　　

特に海水浴シーズンには、 海水浴客の水難事故等に十分注意するため監視を徹底する。

　　

また、 防犯の観点から、 日々の施錠は必ず行う。

３）緊急時の対応

　　

市の防災マニュアルに基づいた緊急時マニュアルを作成し、 市との連絡体制を整えた緊急

　

時の連絡表を作成し、 適切に対応する。

４月固人－情報及び情報公開に関する具体的な取り組み

　　

個人情報の取り扱いにあたっては、 個人の権利利益を侵害することのないよう努める。

　　

事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らさない。

５）‐上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

⑥ その他に関する事項

「）自主事業の実施について

　　

地元の住民の参加の下での海開きや閉園中の清掃活動などを通じて、 地元に愛される施設

　

となるよう努める。

２）広報活動に関する具体的な取り組み

　　

市のホームページを利用‐して積極的に情報発信をするとともに、観光関連等の各広告媒体

　

も積極的に活用する。

　　

また、観光協会等と連携して観光客への周知を図り、南あわじ市の観光地として広くＰＲし

　

ていく。

５



　

常にリスクを念頭に置き、リスクの発生をできるだけ少なくなるよう現場従業員の日常業

務を行うようにし、漁協全職員との連絡・対応体制をとる。

４）地域活動への参加・貢献、自治会等各種団体との協働・連帯への具体的な取り組み

　　

地元各種団体や観光協会との，タイアップ事業については積極的に取り組み、 地元伊毘地区

　

の発展・活性化につながる施設となるよう努める。

５），上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

６



南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設（伊毘うずしお村）

収

　

支

　

計

　

画

　

書

Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 Ｈ３３年度 Ｈ３４年度

収
入
項
目

入

　　　　

園

　　　　

料 ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００

そ

　　　　

の

　　　　

他

収

　　

入

　　

合

　　

計 ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００

支

　

出

　

項

　

目

人

　　　　

件

　　　　

費 ２，０００ ２，０００ ２，０００ ２，０００ ２，０００

光

　　

熱

　　

水

　　

費 ９５５ ９５５ ９５５ ９５５ ９５５

通

　　　　

信

　　　　

蓉 ３００ ３００ ３００ ３００ ３００

消

　　

耗

　　

品

　　

費 １５０ １５０ １５０ １５０ １５０

広

　　　　

告

　　　　

費 ５０ ５０ ５０ ５０ ５０

保

　　　　

険

　　　　

料 ４５ ４５ ４５ ４５ ４５

環境費（清掃・花づくり・
車両及びリフト使用料 ２５０ ２５０ ２５０ ２５０ ２５０

そ

　　　　

の

　　　　

他 ５００ ５００ ５００ ５００ ５００

施

　

設

　

使

　

用

　

料 ２５０ ２５０ ２５０ ２５０ ２５０

支

　　

出

　　

合

　　

計 ４，５００ ４，５００ ４，５００ ４，５００ ４，５００

収

　　　　　

支

　　　　　

差 ５００ ５００ ５００ ５００ ５００

利 用 者 数

　　　

（ 人） ８，６００ ８，６００ ８，６００ ８，６００ ８，６００

雇 用 人 数

　　　

（ 人） ３ ３ ３ ３ ３

特

　　　

記

　　　

事

　　　

項 雇用は必要時にパート雇により増員する。



（案）

南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設

指定管理者基本協定書

平成３０年４月１日

南あわじ市



南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設指定管理者

　

基本協定書

　

南あわじ市 （以下 「委託者」 という。） と南あわじ漁業協同組合 （以下 「受託者」 と

いう。） とは、南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設 （以下「施設」 という。） 管理運営に関

する事業 （以下 「事業」 という。） について、 以下のとおり合意したので、 協定書 （以

下 「基本協定」 という。） を締結し、 確認する。

（目的）

第１条

　

基本協定は、委託者と受託者が相互に協力し、施設を適正かつ円滑に管理運営

　

するために必要な基本的事項を定めることを目的とする。
（公共性及び民間事業の趣旨の尊重）

第２条

　

受託者は、 南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設条例 （平成１７年南あわじ市条例

第１５５号）（以下「条例」 という。） 第１条の設置理念に基づき、適切な管理運営を行

　

うこととする。

（管理の基準）

第３条，受託者は、基本協定、当該事業年度における事項について別に定めた協定（以

　

下「年度協定」という。）、条例及び施行規則並びに関係法令、指導等に従い、事業を

実施しなければならない。
（指定期間）

第４条

　

基本協定による指定期間は、 平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

とする。

（基本的な業務の範囲）

第５条

　

委託者が受託者に管理を行わせる施設は、条例第２条に掲げ・る施設（以下「施

設」 という。） とし別表第１のとおりとする。 受託者が行う施設の管理運営の業務は

次のとおりとする。

（１｝

　

施設の使用許可に関する業務

（２） 施設の使用に係る利用料金の徴収に関する業務

（３） 施設の設備、 器具等の維持管理に関する業務

（４） 前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認める業務

（施設の維持管理費等）

第６条

　

施設の修繕費については、１件につき２０万円（消費税含む）以上のものにつ

いては委託者が自己費用と責任において実施するものとし、１件２０万円（消費税含

む） 未満のものについては受託者が自己の費用と責任において実施するものとする。

又備品関係について１件につき５万円（消費税含む）以上のものについては委託者が

　

自己費用と責任において実施するものとし、１件５万円（消費税含む）未満のものに

ついては受託者が自己の費用と責任において実施するものとする。

９



２

　

施設の管理運営上、必要な日常経費、物品の更新、火災保険料及び傷害保険料、そ

　

の他必要と認められる任意保険料に要する費用は受託者の負担とするものとする。
（個人情報の保護等）

第７条

　

受託者が取扱う個人情報については、 南あわじ市個人情報保護条例 （平成１７

　

年南あわじ市条例第１７号）の規定を準用し、個人情報の漏洩、滅失又はき損の防止そ

　

の他保有する個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
２

　

受託者又は管理業務の一部又は全部に従事する者は、当該管理業務により知り得た

　

個人情報を他人に知らせ、 又は不当な目的に使用してはならない。
３

　

前２項にかかる詳細については、 別記１ 「個人情報取扱特記事項」 に規定する。
（管理業務にかかる情報の公開）

第８条

　

施設の管理業務において受託者が取扱う情報について、南あわじ市情報公開条

　

例 （平成１７年南あわじ市条例第１８号） に基づき、 情報公開請求がなされたときは、

　

受託者は、 これに協力しなければならない。

（会計区分）

　　

、

第９条

　

当該管理運営事業に係る会計区分は、 毎年４月１日より翌年３月３１白までと

　

し、 独立した区分経理を行わなければならない。
（事業報告書の作成及び提出）

第１０条

　

受託者は、 南あわじ市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第

　

１０条の規定に基づき、次に掲げる事項を記載した規則で定める事業報告書を作成し、

　

毎年度終了後、 ２ヶ月以内に委託者に提出しなければならない。

　

（１） 管理業務の実施状況

　

（２） 利用状況及び利用拒否等の件数及び事由

　

（３） 利用料金の収入実績

　

圏

　

管理に係る経費の収支状況

　

｛５｝

　

前号に掲げるもののほか、，市長が別に定める事項

２

　

受託者は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明ら

　

かにしておくとともに、委託者が必要と認めるときは、その状況を報告しなければな

　

らない。

３

　

受託者は、事業の実施に当たり、事故等が生じたときは、受託者の責に帰すべき事

　

由によると否とを問わず、 遅滞なく委託者にその状況を報告しなければならない。
（施設使用料の支払い）

第１１条

　

受託者は、 本業務実施の対価として、、委託者に対して施設使用料を支払う。
２

　

施設使用料は、 別途 「年度協定」 に定めるものとする。
（利用料金収入の取り扱い）

第１２条

　

受託者は、 条例等に定めがある場合、 本施設に係る利用料金を受託者の収入

　

として、 収受することができる。

１｝Ｏ



（利用料金の決定）

第１３条

　

利用料金は、 受託者が、 条例に規定する利用料金の範囲内において定めるも

　

のとする。ただし、その決定及び改定についてはあらかじめ委託者の承諾を受けるも

　

のとする。

（財産の管理）

第１４条

　

受託者は、 事業に係る財産を善良な管理者の注意を持って管理し、 事業の運

　

営に使用するものとする。

２

　

受託者は、委託者が支払う対価によって受託者が取得した備品については速やかに

　

財産台帳に登載し、 その状況を明らかにしておかなければならない。
３

　

受託者は、 事業に係る財産を事業運営の目的以外に使用してはならない。 ただし、

　

委託者の承認をうけたときは、 この限りでない。

４

　

受託者は、事業に係る財産の形状、形質等を変更してはならない。 ただし、委託者

　

の承認を受けたときは、 この限りでない。

５

　

受託者は、天災地変その他の事故により施設に係る財産を滅失し、又は鞍損したと

　

きは、 速やかにその状況を委託者に報告しなければならない。
（委託者の基本協定等の解除）

第１５条

　

委託者は、 受託者が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、

　

受託者に対して書面により通知した上で、基本協定及び年度協定を解除することがで

きる。

　

（１） 受託者が受託者の責に帰する事由により基本協定又は年度協定に定める事項を

　

履行しないとき、 又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。

　

｛２） 受託者が基本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反し、かつ、委託者が相

　

当の期間を定めて催告しても、 当該違反の状態が解消ざれないとき。

　

（３） 受託者が協定を履行する上で必要とされる資格の取消し、又は停止を受けたとき

　

並びに事業実施能力が無いと判断されたとき。
２

　

委託者又は受託者は、この協定を解除しようとするときは、６ヶ月前までに相手方

に申し出なければならない。
（損害賠償）

第１６条

　

受託者又はその使用人がその責めに帰する事由により、 委託者又は第三者に

　

対し損害を与えたときは、 受託者は、 そのすべての損害を賠償しなければならない。
２

　

不可抗力により、事故が発生し第三者に対し損害を与えた場合は、委託者が責任を

　

もって損害を賠償しなければならない。

（原状回復義務）

第１７条

　

受託者は、 第４条に定める指定期間が満了したとき、 又は第１５条の規定に

　

より基本協定等が解除されたときは、当該施設又は設備を速やかに原状回復しなけれ

　

ばならない。 ただし、 市長の承認を得たときは、 この限りではない。
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（リスク分担）

第 １８ 条

　

管理業務に関するリスク分担については、天災・暴動等による履行不能な時

　

は委託者の負担とするが、その他管理運営上の経費等の赤字に関しては、受託者の負

担とする。

（禁止事項）

第１９条

　

受託者は、 基本協定を締結し生じる権利義務による、 次の各号に該当する行

　

為をしてはならない。 ただし、 委託者の許可を得たときはこの限りではない。

　

（１） 第三者に対し、当該施設の共用、転貸又はこの協定による権利を譲渡、継承若し

　

くは担保に供すること。

　

（２） 当該施設の模様替え等、 現状に変更を加える一切の行為

（信義則）

第２０条

　

委託者及び受託者は、 信義を重んじ、 誠実に基本協定を履行しなければなら

　

なし・。

（疑義等の決定）

第２１条

　

基本協定に定めのない事項及び基本協定に関し疑義が生じたときは、 委託者

　

と受託者とは誠意を持って協議を行い、 これを決定するものとする。
（当該事業年度における協定）

第２２条

　

この基本協定の発効により、 当該事業年度における事項については、 別に年

度協定書を締結する。

委託者と受託者とは、この基本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記

名捺印の上、 それぞれ各１通を保有する。

平成３０年

　

４月

　

１日

委託者

　　

兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１

南あわじ市長

　　

守

　

本

　

憲

　

弘

受託者

　　

兵庫県南あわじ市阿那賀１４６３番地６

南あわじ漁業協同組合

代表理事組合長

　

小

　

磯 富

　

男
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別表第１（第５条関係）

名

　　　　

称 位

　　　　

置 面

　

積

　

等

管理事務所 南あわじ市阿那賀７８２番地２３ １９３．９０・ｎ
２

駐車場 ７６台

取付道路 １１０．００〕ｍ

２０区画オートキャンプ

突堤 ５８．ｏｏｎｎ

潜堤 １２３．ｏｏｎｌ

養浜 ６，０００．ｏｏｎ［，
２

１３



（案）

南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設

指定管理者年度協定書

平成３０年４月１日

南あわじ市

１４



南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設 指定管理者年度協定書

　

南あわじ市 （以下 「委託者」 という。） と南あわじ漁業協同組合 （以下 「受託者」 とい

う。）とは、南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設（以下「施設」という。）管理運営事業（以

下「事業」という。）の実施について締結した南あわじ市伊毘漁港海岸環境施設指定管理

者基本協定書 （以下 「基本協定」 という。） に基づき、 当該事業年度における協定書 （以・

下 「年度協定」 という。） を締結する。

（年度協定の目的）

第１条

　

年度協定は、 本施設の管理業務 （以下 「本業務」という。） の各年度の業務内容

　

及び本業務の実施の対価として支払われる指定管理料を定めることを目的とするもの

である。

　

▲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

（年度協定の期間）

第２条

　

この年度協定の期間は、 平成３０年４月１日から平成３１年３月 ３１日までと

する。

（業務内容）

第３条

　

委託者及び受託者は、 平成３０年度の業務内容は、 基本協定第５条及び南あわ

　

じ市伊毘漁港海岸環境施設条例 （平成１７年南あわじ市条例第１５５号） 第７条第２

　

項に定めるとおりであることを確認する６

（施設使用料）

第４条

　

受託者は、 施設使用料として利用料金の５％を委託者に支払うものとする。
２

　

上記利用料金について、 受託者は金額確定後、 委託者の請求により速やかに支払う

　

ものとする。

（疑義等の決定）

第５条

　

年度協定に定めのない事項及び年度協定に関し疑義が生じたときは、 委託者と

受託者とは誠意を持って協議を行い、 これを決定するものとする。

　

委託者と受託者とは、 この年度協定の締結を証するため、 本書２通を作成し、 双方記

名押印の上、 それぞれ各１通を保有する。

平成３０年

　

４月

　

１日

委託者

　　

兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１

南あわじ市

代表者

　

南あわじ市長

　

守 本

　

憲 弘

受託者

　　

兵庫県南あわじ市阿那賀１，４６３番地６

南あわじ漁業協同組合

代表理事組合長

　　　

小

　

磯 富

　

男

　　　　　　　

１ ５



 

議案第９６号     

 

公の施設の指定管理者の指定について（丸山海釣り公園、生産物

直売所、丸山漁業活性化センター） 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者として次のとおり指定することについて、同条第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

 

  平成２９年１２月４日提出 

 

南あわじ市長 守 本 憲 弘 

 

 

記 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   南あわじ市丸山海釣り公園 

   南あわじ市生産物直売所 

   南あわじ市丸山漁業活性化センター 

 

２ 指定管理者となる団体 

   所在地  南あわじ市阿那賀１４６３番地６ 

   名 称  南あわじ漁業協同組合 

         代表理事組合長 小 磯 富 男 

 

３ 指定の期間 

   平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日 

 



【南あわじ市丸山海釣り公園・生産物 

直売所・丸山漁業活性化センター】 

指定管理者候補者選定に関する資料 

 

 

指定管理者指定申請書（写し）・・・・・・・・・・Ｐ１ 

団体の団体概要書 ・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２ 

事業計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３ 

収支計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７ 

指定管理業務に係る基本協定書（案）・・・・・・・Ｐ８ 

指定管理業務に係る年度協定書（案）・・・・・・Ｐ１４ 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 （第３条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平 成 ２ ９ 年１ ０月 ６ 日

南あわ じ市 長

　

守

　

本

　

憲

　

弘

　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　

所

　

在

　

地

　

南 あ わ じ 市 阿 那 賀 １４６３ 番 地 ６

　　　　　　　　　　　　　　　　

名

　　

称

　

南 あ わ じ 漁 業 協 同 組 合

　　　　　　　　　　　　

申 請 団 体

　　　　

代表 理事組 合長 雑費 繋 謝

　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名

　　

小

　

磯

　

富

　

幕漣 豊輔導

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・機 諺 夢

　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号 ０ ７ ９

　

９ － ３

　

９ 一 ０ ０

　

０

　

５

指定管理者 の指定を受けたいので、 次のとおり申請します。

指定を

受けよ

うとす

る団体

名

　　　　　

称 南あわじ漁業協同組合

事

　

務

　

所

　

の

所

　　

在

　　

地
南あわじ市阿那賀１４６ ３番 地６

管 理 を 行 お

　

う と す

る 公 の 施 設 の 名 称

南あわじ市海釣り公園 （南あわじ市立丸山海釣り公園）

南あわじ市生産物直売所 （丸山漁港 「魚彩館」）

南あわじ市丸山漁業活性化センター

添

　　

付

　　

書

　　

類

■

　

事 業 計画

　　　　　　

■ 団体の概 要説 明 書

■

　

団体の活動実績等

　

■

　

収支計画書

（事務処理欄）

指定管理者指定申請書

　　　　　　　

水産板

－｛

２９，ｌｏ，６



（要項様式３号）

団体概要書

フ

　

ノレ

　

ガ

　

ナ

団

　

体

　

名

　

所

ミナミアワジギョギョウキョウドウクミアイ

南あわじ漁業協同組合

フ

　

ノレ

　

ガ

　

ナ

代

　

表

　

者

　

名

コイ ン

　

トミオ

小

　

磯

　

富

　

男

所

　　

在

　　

地 南あわじ市阿那賀１４６３番地６

電

　

話

　

番

　

号 ０７９９一３９一０００５ Ｆ

　

Ａ

　

Ｘ

　

番

　

号 ０７９９一３９一０１５９

設

　

立

　

年

　

月

　

日 昭和２０年４月１日

主な事業活動

（

　

沿

　

革

　

等

　

）

・漁業者の協同糸亜織として、販売事業、購買事業等の経済事業

　

・水産業の振興及び昧温合員の福祉向上

・漁業権の管理を中心として資源や漁場の管理

・丸山海釣り公園・魚彩館・漁業活性化センターの管理運営業務

・伊毘うずしお村の管理運営業務

団体の特色及び

経

　

営

　

方

　

針

．稚魚放流等を行うことで 「つくり育てる漁業」 の推進に努力し、漁獲量の

　

増加を図る。

・海釣り公園の管理運営やイベントの開催を通じて、 観光業の活性化及び都

， 市と漁村の交流を図る。

・「ワカメ」 や 「タコ」 を中心に地元で水揚げされる漁獲物のＰＲ活動を実施

する。

免許・登録等

構

　

成

　

員

　

数

（従業員数）

正組合員

　

９８名

（正規職員

　

９名）

指定管理者

制度担当者

氏

　　　

名 東

　　　　　　　　　　

′ 担当部署・役職 南あわじ漁業協同組合職員

電話番号 ０７９９‐３９‐０００５ ＦＡＸ番号 ０７９９‐３９‐０１５９

メールアドレス
ｍｌｎａｍｌａｗａｊｉ即ｏ卿ｏ＠ｓａｎｓａｎ

－ｎｅｔ．ｊｐ
そ

　

の

　

他

◎類似施設の管理運営に関する実績 （民間の類似施設を含む）

施設の名称 所在地

　

， 業務の内容 管理運営の期間

　　　

二

年

　　

月から

年

　　

月まで



（要項様式第６号）

事

　

業

　

計

　

画

　

書

① 管理運営の基本方針

１）施設の管理運営を実施するにあたっての基本的な考え方

　　

丸山海釣り公園・生産物直売所・漁業活性化センターは、大鳴門橋が一望でき、風車のある

　

漁村として市の観光地でもあることを念頭におき、 管理業務を行う。

　　

また、レクリエーション資源の確保と安定就業機会の確保を図り、観光客と地域住民との交

　

流による地域の活性化を推進し、憩いと安らぎを提供できる観光漁村を目指す。

　　

そのために、各施設に係る条例及び指定管理者協定書に基づき管理運営を行い、特に、利用

　

許可については条例に基づき行い、利用者に利用上の注意や禁止事項を徹底させる。

２）指定期間内における達成目標

　　

過去５年間の利用客数の平均を下回らないようにし、 収支決算の黒字を確保する。

３）各施設間の連携に関する事項

　　

市内の他の公共施設及び観光施設との情報共有等連携を密にし、 市内各施設との相乗効果

　

を期待しつつ、施設利用者がスムーズに来園し、かつ安心して利用できるような施設運営をキテ

　

フ。

４）上記以外で特別に記載する事項

　

， 特にありません。

② 管理運営体制として組織に関する事項

「）組織体制、職員（会員）の配置計画

　　

必要な人員を適切に把握し、各施設に適切に配置する。

　　

なお、休園日以外は職員を施設ごとに必ず１名以上を配置し、利用者への利便性の向上に努

　

め る。

　　　　

－

　　　　　　　　　

，

２）人材確保に関する具体策（採用計画等）

　　

当面は、現在従事している正規２名、パート２名を系塵続して雇用するが、施設の運営状況等

　

を適切に把握し、 改善の必要がある場合は適宜見直しを図る。

３）人材育成方針及び職員研修に関する計画等

　　

お客様に不快感、 不便感を与えないように適』必要な指導を徹底する。

　　

また、 必要に応じて漁協職員と同様に研修等に参加させるようにする。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

８



③ 施設ー設備の維持管理

１）施設・設備の管理体制と維持管理計画の適切さ

　　

利用者に不快感を与えないように清掃を適宜行い、 清潔な状態を維持する。

　　

日常点検を行い、 施設の性能劣化を抑えるように努める。

　　

１閑適な環境を保つために適時適切に清掃を行い、 魚類の販売等には衛生面等を十分に注意

　

する。

　　

また、施設整備者である南あわじ市と密接な連絡体制をとることで、施設の維持管理や利用

　

状況を報告し、必要であれば協議を行い、施設を適切な環境で運営することに努める。

２）効率的な維持管理を実施するための考え方（経費の節減）

　　

施設・設備の管理に常に注意を払い、適切な職員の配置を行い、各施設間において相互連携

　

することで効率的な運営を図り、 経費縮減につなげる。

３）外部委託にかかる市内発注の考え方

　　

南あわじ漁業協同組合でできないもの、外部委託の方が安価にできるものがあれば、市内の

　

業者に外部委託する。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

④ 利用者の施設利用とサービス向上

１）サービスの向上の具体的な取り組み

　　

利用者数を把握して統計表等を作成し、また、アンケート等を取ることで動向調査を行うな

　

ど、 お客様のニーズを把握してサービス向上につなげる。

　　

また、利用者の要望等を吟味し、平等性において適切であると認められる場合は、積極的に

　

改善する。

２）施設利用の平等の確保への具体的な取り組み

　　

海釣り公園条例、丸山漁業活性化センター条例、生産物直売所条例を遵守し、市民並びに観

　

光客利用者に対して公平・公正に施設の利用を許可する。

　　

また、公の施設であることを肝に銘じ、特定の利用者等に有利になる管理運営は、一切行わ

　

なし、ｏ

３）施設利用者の増加への具体的な取り組み

　　

地元観光協会及び各種団体とのタイアップ事業については積極的に取り組み、 来園者の集

　

客効果の改善により収入金額の増加を図る。

　　

また、魚彩館周年フェアーや釣り大会等を定期的に行い、利用者層の拡大やファミリー層の

　

開拓を行う。

４



４）利用者の意見、要望等の把握の方法

　　

利用者数の方にアンケート等を取ることで、 お客様のニーズを把握するよう努める。

　　

また、 直接苦情等があれば内容をよく聴取し、 従業員全員で共有するようにする。

５）利用者の苦情等への対処方法

　　

利用に係るトラブルについては、 誠意をもって対応し、 解決するように努める。

６）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

⑤ 安全管理への取り組み

「）施設・設備に係る安全管理への取り組み

　　

終業時には、設備等の電源の確認及び利用者の居残り等がないか常に注意を払う。

　　

設備に不備や損傷個所がないか適時点検し、安全管理に努める。

２）災害や事故、犯罪の防止への取り組み

　　

設備の日常点検を行い、 定期的に見回りを実施し、事故・犯罪を未然に防ぐように努める。

　　

また、 各施設ともに防犯の観点から日々の施錠は必摺行う。

　　

特に、 海釣り公園施設の釣り台の不備等に気をつけた管理を行う。

３） 緊急時の対応

　

‐

　　

市の防災マニュアルに基づいた緊急時マニュアルを作成し、 市との連絡体制を整えた緊急

　

時の連絡表を作成し、適切に対応する。

４）個人情報及び情報公開に関する具体的な取り組み

　　

個人情報の取り扱いにあたっては、 個人の権利利益を侵害することのないよう努める。

　　

事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らさない。

５）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

⑥ そ他に関する事項

「）自主事業の実施について

　　

魚彩館周年フェアーや釣り大会等を定期的に行うようにする。

２）広報活動に関する具体的な取り組み

　　

市のホームページを利用して積極的に情報発信をするとともに、観光関連等の各広告媒体

　

も積極的に活用する。

　　

また、観光協会等と連携して観光客への周知を図り、南あわじ市の観光地として広くＰＲし

　　　　　　　　　　

５



３） リスクへの対応

　　

常にリスクを念頭に置き、リスクの発生をできるだけ少なくなるよう現場従業員の日常業

　

務を行うようにし、 漁協全職員との連絡・対応体制をとる。

４）地域活動への参加・貢献、自治会等各種団体との協働・連帯への具体的な取り組み

　　

地元各種団体や観光協会とのタイアップ事業については積極的に取り組み、 地元丸山地区

　

の発展・活性化につながる施設となるよう努める。

　　　　　

・

５）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

６



南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所「魚彩館」・丸山漁業活性化センター

収

　

支 計

　

画

　

書

Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 Ｈ３３年度 Ｈ３４年度

収
入
項
目

入

　　　　

園

　　　　

料 ４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００ ４，０００

売

　　

上

　　

利

　　

益 ９，０００ ９，０００ ９，０００ ９，０００ ９，０００

収

　　

入

　　

合

　　

計 １３，０００ １３，０００ １３，０００ １３，０００ １３，０００

，支

出

（円）

人

　　　　

件

　　　　

費 １２，５００ １２，５００ １２，５００ １２，５００ １２，５００

光

　　

熱

　　

水

　　

費 ２，６００ ２，６００ ２，６００ ２，６００ ２，６００

広

　

告

　

宣

　

伝

　

費 ４００ ４００ ４００ ４００ ４００

通

　　　　

信

　　　　

費 １５０ １５０ １５０ １５０ １５０

保

　　　　

険

　　　　

料 ２３ ‐

　　　　　

２３ ２３ ２３ ２３

漁

　

港

　

占

　

用

　

料 ２３２ ２３２ ２３２ ２３２ ２３２

修

　　　　

繕

　　　　

費 ２００ ２００ ２００ ２００ ２００

消 耗

　

品

　

費 ・ 備

　

品 ９００ ９００ ９００ ９００ ９００

そ

　　　　

の

　　　　

他 １９５ １９５ １９５ １９５ １９５

計 １７，２００ １７，２００ １７，２００ １７，２００ １７，２００

収

　　　　　

支

　　　　　

差 △４，２００ △４，２００ △４，２００ △４，２００ △４，２００

利 用 者 数

　　　

（ 人） １２，２００ １２，２００ １２，２００ １２，２００ １２，２００

雇 用 人 数

　　　

（ 人） ４ ４ ４ ４ ４

特

　　　

記

　　　

事

　　　

項

７



（案）

南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所「魚彩館」・

丸山漁業活性化センター

指定管理者基本協定書

平成３０年４月１日

南あわじ市

８



南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所 「魚彩館」・丸山漁業活性化センター

指定管理者基本協定書

　

南あわじ市 （以下 「委託者」 という。） と南あわじ漁業協同組合 （以下 「受託者」 と

いう。）とは、 南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所「魚彩館」・丸山漁業活性化セ

ンター （以下 「施設」 という。） 管理運営に関する事業 （以下「事業」 という。） につい

て、 以下のとおり合意したので、 協定書‐（以下 「基本協定」 という。） を締結し、 確認

する。

（目的）

第１条

　

基本協定は、委託者と受託者が相互に協力し、施設を適正かつ円滑に管理運営

， するために必要な基本的事項を定めることを目的とする。
（公共性及び民間事業の趣旨の尊重）

第２条

　

受託者は、 南あわじ市海釣り公園条例 （平成１７年南あわじ市条例第１５２号）、

　

南あわじ市生産物直売所条例（平成１７年南あわじ市条例第 １５３ 号）及び南あわじ市

　

丸山漁業活性化センター条例（平成１７年南あわじ市条例第 １５４ 号）（以下 「条例」

　

という。） 各第１条の設置理念に基づき、 適切な管理運営を行うこととする。
（管理の基準）

第３条

　

受託者は、基本協定、当該事業年度における事項について別に定めた協定（以

　

下「年度協定」という。）、条例及び施行規則並びに関係法令、指導等に従い、事業を

　

実施しなければならない。

（指定期間）

第４条

　

基本協定による指定期間は、 平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

　

とする。

（基本的な業務の範囲）

第５条

　

委託者が受託者に管理を行わせる施設は、条例第２条に掲げる施設（以下「施

設」 という。） とし別表第１のとおりとする。 受託者が行う施設の管理運営の業務は

次のとおりとする。

　

（１） 施設の使用許可に関する業務

　

（２） 施設の使用に係る利用料金の徴収に関する業務

　

（３） 施設の設備、 器具等の維持管理に関する業務

　

◎

　

前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認める業務

（施設の維持管理費等）

第６条

　

施設の修繕費については、１件につき２０万円（消費税含む）以上のものにつ

　

いては委託者が自己費用と責任において実施するものとし、１件２０万円（消費税含

　

む） 未満のものについては受託者が自己の費用と責任において実施するものとする。

９



　

又備品関係について１件につき５万円（消費税含む）以上のものについては委託者が

　

自己費用と責任において実施するものとし、１件５万円（消費税含む）未満のものに

　

ついては受託者が自己の費用と責任において実施するものとする。
２

　

施設の管理運営上、必要な日常経費、物品の更新、火災保険料及び傷害保険料、そ

　

の他必要と認められる任意保険料に要する費用は受託者の負担とするものとする。
（個人情報の保護等）

第７条

　

受託者が取扱う個人情報については、
Ｊ南あわじ市個人情報保護条例 （平成１７

年南あわじ市条例第１７号）の規定を準用し、個人情報の漏洩、滅失又はき損の防止そ

　

の他保有する個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
２

　

受託者又は管理業務の一部又は全部に従事する者は、当該管理業務により知り得た

個人情報を他人に知らせ、 又は不当な目的に使用してはならない。
３

　

前２項にかかる詳細については、 別記１ 「個人情報取扱特記事項」 に規定する。
（管理業務にかかる情報の公開）

第８条

　

施設の管理業務において受託者が取扱う情報について、南あわじ市情報公開条

例 （平成１７年南あわじ市条例第１８号） に基づき、 情報公開請求がなされたときは、
受託者は、 これに協力しなければならない。

（会計区分）

第９条

　

当該管理運営事業に係る会計区分は、 毎年４月１日より翌年３月３１日までと

　

し、 独立した区分経理を行わなければならない。
（事業報告書の作成及び提出）

第１０条

　

受託者は、 南あわじ市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第

１０条の規定に基づき、次に掲げる事項を記載した規則で定める事業報告書を作成し、
毎年度終了後、 ２ヶ月以内に委託者に提出しなければならない。
（１） 管理業務の実施状況

（２） 利用状況及び利用拒否等の件数及び事由

（３） 利用料金の収入実績

鰹） 管理に係る経費の収支状況

（５） 前号に掲げるもののほか、
′市長が別に定める事項

２

　

受託者は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明ら

かにしておくとともに、委託者が必要と認めるときは、その状況を報告しなければな

　

らない。

３

　

受託者は、事業の実施に当たり、事故等が生じたときは、受託者の責に帰すべき事

　

由によると否とを問わず、 遅滞なく委託者にその状況を報告しなければならない。
（指定管理料の支払い）

第１１条

　

委託者は本業務の対価として、 受託者に対して指定管理料を支払う。
２

　

委託者が受託者に対して支払う指定管理料については、別途「年度協定」に定める

ＩＤ



　

ものとする。

（利用料金収入の取り扱い）

第１２条

　

受託者は、 条例等に定めがある場合、 本施設に係る利用料金を受託者の収入

　

として、 収受することができる。

（利用料金の決定）

第１３条

　

利用料金は、 受託者が、 条例に規定する利用料金の範囲内において定めるも

　

のとする。ただし、その決定及び改定についてはあらかじめ委託者の承諾を受けるも

　

の と す る。

　　　　　　

Ｊ

（財産の管理）

第１４条

　

受託者は、 事業に係る財産を善良な管理者の注意を持って管理し、 事業の運

　

営に使用するものとする。

２

　

受託者は、委託者が支払う対価によって受託者が取得した備品については速やかに

　

財産台帳に登載し、 その状況を明らかにしておかなければならない。
３

　

受託者は、 事業に係る財産を事業運営の目的以外に使用してはならない。 ただし、

　

委託者の承認をうけたときは、 この限りでない。

４

　

受託者は、事業に係る財産の形状、形質等を変更してはならない。ただし、委託者

　

の承認を受けたときは、 この限りでない。

５

　

受託者は、天災地変その他の事故により施設に係る財産を滅失し、又は毅損したと

　

きは、 速やかにその状況を委託者に報告しなければならない。
（委託者の基本協定等の解除）

第１５条

　

委託者は、 受託者が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、

　

受託者に対して書面により通知した上で、基本協定及び年度協定を解除することがで

　

きる。

　

（１） 受託者が受託者の責に帰する事由により基本協定又は年度協定に定める事項を

　

履行しないとき、 又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。

　

（２） 受託者が基本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反し、かつ、委託者が相

　　

当の期間を定めて催告しても、 当該違反の状態が解消されないとき。

　

（３） 受託者が協定を履行する上で必要とされる資格の取消し、又は停止を受けたとき

　

並びに事業実施能力が無いと判断されたとき。
２

　

委託者又は受託者は、この協定を解除しようとするときは、６ヶ月前までに相手方

　

に申し出なければならない。

（損害賠償）

第１６条

　

受託者又はその使用人がその責めに帰する事由により、 委託者又は第三者に

　

対し損害を与えたときは、 受託者は、 そのすべての損害を賠償しなければならない。

（原状回復義務）

第１７条

　

受託者は、 第４条に定める指定期間が満了したとき、 又は第１５条の規定に

　　　　　　　　　　

１ １



　

より基本協定等が解除されたときは、当該施設又は設備を速やかに原状回復しなけれ

　

ばならない。 ただし、 市長の承認を得たときは、 この限りではない。

（リスク分担）

第 １８ 条

　

管理業務に関するリスク分担については、天災・暴動等による履行不能な時

は委託者の負担とするが、 その他管理運営上の経費等の赤字に関しては、 受託者の負

担とする。

（禁止事項）

第１９ 条

　

受託者は、 基本協定を締結し生じる権利義務による、 次の各号に該当する行

　

為をしてはならない。 ただし、 委託者の許可を得たときはこの限りではない。

　

｛１） 第三者に対し、当該施設の共用、転貸又はこの協定による権利を譲渡、継承若し

　

くは担保に供すること。

　

（２） 当該施設の模様替え等、 現状に変更を加える一切の行為

（信義則）

第２０条

　

委託者及び受託者は、 信義を重んじ、 誠実に基本協定を履行しなければなら

　

なし・。

（疑義等の決定）

第２１条

　

基本協定に定めのない事項及び基本協定に関し疑義が生じたときは、 委託者

　

と受託者とは誠意を持って協議を行い、 これを決定するものとする。
（当該事業年度における協定）

第２２条

　

この基本協定の発効により、 当該事業年度における事項については、 別に年

　

度協定書を締結する。

委託者と受託者とは、この基本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記

名捺印の上、 それぞれ各１通を保有する。

平成３０年

　

４月

　

１日

委託者

　　

兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１

南あわじ市長

　　

守

　

本

　

憲

　

弘

受託者

　　

兵庫県南あわじ市阿那賀１４６３番地６

南あわじ漁業協同組合

代表理事組合長

　

小

　

磯 富

　

男

　　　　　　　　　　　　

１ ２



別表第１（第５条関係）

名

　　　　

称 位

　　　　

置 面

　

積

　

等

釣合 南あわじ市阿那賀

丸山弁天島周辺

４５０．０ｏｍ
２

連絡橋 ４７．００］ｍ
２

２１９．１５ｍ
２歩道

管理施設 ８．０ｏｍ
２

生産物直売所 南あわじ市阿那賀１５０６番地の２ ４８８．０ｏｍ
２

漁業活性化センター 南あわじ市阿那賀１５０６番地の１ ２３６．６４ｍ
２

１３



（案）

南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所「魚彩館」・

丸山漁業活性化センター

指定管理者年度協定書

平成３０年４月１日

南あわじ市

１４



南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所 「魚彩館」・丸山漁業活性化センター

指定管理者年度協定書

　

南あわじ市 （以下「委託者」 という。） と南あわじ漁業協同組合 （以下「受託者」 とい

う。） とは、 南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所 「魚彩館」・丸山漁業活性化セン

ター （以下 「施設」 という。） 管理運営事業 （以下 「事業」 という。） の実施について締

結した南あわじ市丸山海釣り公園・生産物直売所「魚彩館」・丸山漁業活性化センター施

設指定管理者基本協定書 （以下「基本協定」 という。） に基づき、 当該事業年度における

協定書 （以下 「年度協定」 という。） を締結する。・

（年度協定の目的）
第１条

　

年度協定は、本施設の管理業務 （以下「本業務」 という。） の各年度の業務内容

　

及び本業務の実施の対価として支払われる指定管理料を定めることを目的とするもの

　

である。

（年度協定の期間）
第２条

　

この年度協定の期間は、 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までと

す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

（業務内容）
第３条

　

委託者及び受託者は、 平成３０年度の業務内容は、 基本協定第５条及び南あわ

　

じ市海釣り公園条例（平成１７年南あわじ市条例第１５２号）、南あわじ市生産物直売

所条例（平成１７年南あわじ市条例第１５３号）、 南あわじ市丸山漁業活性化センター

条例（平成１７年南あわじ市条例第１５４号）に定めるとおりであることを確認する。

（指定管理料）
第４条

　

委託者は、 本事業の対価として、 金

　

４，２００，０ ００

　

円を受託者に支払うも

のとする。
２

　

前項の対価は、 受託者の概算請求により、 全額を受託者に支払うものとする。

（疑義等の決定）
第５条

　

年度協定に定めのない事項及び年度協定に関し疑義が生じたときは、 委託者と

受託者とは誠意を持って協議を行い、 これを決定するものとする。

委託者と受託者とは、 この年度協定の締結を証するため、 本書２通を作成し、 双方記

名押印の上、 それぞれ各１通を保有する。

平成３０ 年

　

４月

　

１日

委託者

　　

兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１

南あわじ市

代表者

　

南あわじ市長

　

守 本

　

憲 弘

受託者

　　

兵庫県南あわじ市阿那賀１４６３番地６

南あわじ漁業協同組合
代表理事組合長

　　　

小

　

磯 富

　

男

　　　　　　　　　　　

１ ５



 

議案第９７号     

 

   公の施設の指定管理者の指定について（浮体式多目的公園） 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者として次のとおり指定することについて、同条第６項の規定により、

議会の議決を求める。 

 

  平成２９年１２月４日提出 

 

南あわじ市長 守 本 憲 弘 

 

 

記 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

   南あわじ市浮体式多目的公園 

 

２ 指定管理者となる団体 

   所在地  南あわじ市福良丙２８番地 

   名 称  福良漁業協同組合 

         代表理事組合長 前 田 若 男 

 

３ 指定の期間 

   平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日 



【南あわじ市浮体式多目的公園】 

指定管理者候補者選定に関する資料 

 

 

指定管理者指定申請書（写し）・・・・・・・・・・Ｐ１ 

団体の団体概要書 ・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２ 

事業計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３ 

収支計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７ 

指定管理業務に係る基本協定書（案）・・・・・・・Ｐ８ 

指定管理業務に係る年度協定書（案）・・・・・・Ｐ１４ 

 

 

 



様式第１号 （第３条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平 成 ２ ９年１ ０月 ６ 日

南 あわ じ市長

　

守

　

本

　

憲

　

弘

　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　

所

　

在

　

地

　

南 あ わ じ 市 福 良 丙 ２８番 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

￥′

　

つー

　　　　　　　　　　　　　　　　　

名

　　

， 称

　

福 良 漁 業 協 同 組 合 ｅ

　　　　　　　　　　　　　

申 請 団 体

　　　　　　　

代 表 理 事 組 合 長

　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の氏名

　　　

前

　

田

　

若

　

男

　

⑩

　　　　　　　　　　　　　　　　　

電 話 番 号

　　

０

　

７

　

９

　

９ 一 ５ ２ － ０ ０

　

６ ４

指定管理者の指定を受けたいので、 次のとおり申請します。

指定を

受けよ

うとす

る団体

名

　　　　　

称 福良漁業協同組合

事

　

務

　

所

　

の

所

　

在

　　

地
南あわじ市福良丙２８番地

管 理 を 行 お

　

う と す

る 公 の 施 設 の 名 称
南あわじ市海釣り公園 （南あわじ市立浮体式多目的公園）

添

　　

付

　　

書

　　

類

■

　

事業計画

　　　　　　

■ 団 体の概 要 説明書

■

　

団体の活動実績等

　

■，収支計画書

（事務処理欄）

指定管理者指定申請書 水産撚

　　

１

′

　　　　　　　　　　　

．・



（要項様式３号）

団体概要書

フ

　

ル

　

ガ

　

ナ

団

　

体

　

名

　

所

フクラギョギョウキョウドウクミアイ

福良漁業協同組合

フ

　

ノレ

　

ガ

　

ナ

代

　

表

　

者

　

名

マエダ

　

ワカオ

前

　

田

　

若

　

男

所

　　

在

　　

地 南あわじ市福良丙２８番地

電

　

話

　

番

　

号 ０７９９一５２一００６４ Ｆ

　

Ａ

　

Ｘ

　

番

　

号 ０７９９一５２一１０４７

設

　

立

　

年

　

月

　

日 昭和２４年９月２日

主な事業活動

（

　

沿

　

革 等

　

）

・漁業者の協同糸皿織として、販売事業、 購買事業等の経済事業

・水産業の振興及び※混合員の福祉向上

・漁業権の管理を中心として資源や漁場の管理

・福良湾に設置された浮体式多目的公園の管理運営業務

団体の特色及び

経

　

営

　

方

　

針

・稚魚放流等を行うことで「つくり育てる漁業」 の推進に努力し、 漁獲量の

増加を図る。
・海釣り公園の管理運営や朝市の開催を通じて、観光業の活性化及び都市と

漁村の交流を図る。
・「ふぐ」 や 「はも」 を中心に地元で水揚げされる漁獲物のＰＲ活動を実施す

る。

免 許 ・ 登 録 等

構・ 成

　

員

　

数

（従業員数）

正組合員

　

９１名

（正規職員

　

６名）

指定管理者

制度担当者

氏

　　　

名 榊田

　　　

‐ 担当部署・役職 福良漁業協同組合

　

職員

電話番号 ０７９９－５２－００６４ ＦＡＸ番号 ０７９９－５２「１０４７

メールアドレス 魚ｋｕｇｙｏ＠ａｌｔｏ，ｏｃｎ．ｎｅ．ｊｐ そ

　

の

　

他

◎類似施設の管理運営に関する実績 （民間の類似施設を含む）

施設の名称 所在地

　　　

業務の内容 管理運営の期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

年

　　

月から

年

　　

月まで

２



（要項様式第６号）

事

　

業

　

計

　

画

　

書

① 管理運営の基本方針

「）施設の管理運営を実施するにあたっての基本的な考え方

　　

鳴門海峡に臨む風光明銅な立地条件や海釣り公園としては珍しい浮体施設であることか

　

ら、 釣り方も多岐にわたることを基本に、安全を重視した管理運営を行う。
・

　

そのために、海釣り公園条例及び指定管理協定書に基づき管理を行い、特に、利用許可につ

　

いては条例に基づき行い、利用者に利用上の注意や禁止事項を徹底させる。

２）指定期間内における達成目標

過去５年間の利用客数の平均を下回らないようにし、 収支決算の黒字を維持する。

３）各施設間の連携に関する事項

　　

市内の他の公共施設及び観光施設との情報共有等連携を密にし、市内各施設との相乗効果

　

を期待しつつ、施設利用者がスムーズに来園し、かつ安心して利用できるような施設運営を行

　

つ。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

② 管理運営体制として組織に関する事項

「）組織体制、職員（会員）の配置計画

　　

管理人として必要と考えられる人員配置とするため、総員で５名を配置する。

　　

日 、々陸封則管理棟及び釣り場管理棟に最低各１名を配置し、利用客に不便さを感じさせない

　

ようにする。

２）人材確保に関する具体策（採用計画等）

　　

現在劉雇用している従業者５名を系断続して雇用し、地元に精通した者を雇用することで、地域

　

に貢献することを図る。

３）人材育成方針及び職員研修に関する計画等

　　

就業に必要な知識・技能・経験を有した人材をシルバー人材センターから派遣して頂くとと

　

もに、適宜必要な指導を徹底し、 漁協耶巌員と同様に研修等に参加させるようにする。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

③ 施設・設備の維持管理

　　　　　　　　　　

３



「）施設・設備の管理体制と維持管理計画の適切さ

　　

利用者に不快感を与えないように清掃を適宜行い、 清潔な状態を維持する。

　　

目視による点検は常に行い、施設の安全性の維持を図るように努める。

　　

また、施設整備者である南あわじ市と密接な連絡体制をとることで、施設の維持管理や利用

　

状況を報告し、 必要であれば協議を行い、施設を適切な環境で運営することに努める。

２）効率的な維持管理を実施するための考え方（経費の節減）

　　

適切な人員配置を心掛け、光熱水費の無駄な使用は無いように監視することで、効率的で健

　

全な運営を図る。

３）外部委託にかかる市内発注の考え万

　　

福良漁業協同組合でできないもの、外部委託の方が安価にできるものがあれば、市内の業者

　

に外部委託する。

４）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

④ 利用者の施設利用とサービス向上

「）サービスの向上の具体的な取り組み

　　

施設の不備等がないか日ごろからチェックを行い、貸し竿は常に使用可能な状態に整備し、

　

不良品の使用は無いように心掛ける。

　　

餌のカスや切れたテグス等が散乱しないように清掃を行い、快ｉ適な釣り場の提供を行う。

　　

利用者の要望等を吟味し、平等性において適切であると認められる場合は、積極的に改善す

　

る。

２）施設利用の平等の確保への具体的な取り組み

　　

条例及び規則を順守し、利用客に対して公平・公正に接し、公の施設であることを相互理解

　

した上で、 利用の許可をする。

　　

また、 特定団体の利権になると考えられる行為や運営は一切行わない。

３）施設利用者の増加への具体的な取り組み

　　

地元観光協会及び各種団体とのタイアップ事業については積極的に取り組み、 来園者の集

　

客効果の改善により収入金額の増加を図る。

　　

また、 釣り大会等を定期的に行い、 利用者層の拡大やファミリー層の開拓を行う。

４）利用者の意見、要望等の把握の方法

　　

管理棟に意見箱を設置し、直接苦情等があれば内容をよく聴取し、従業員全員で共有するよ

　

うにする。

５）利用者の苦情等への対処方法

　　　　　　　　　

４



利用に係るトラブルについては、 誠意をもって対応し、 解決するように努める。

６）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

⑤ 安全管理への取り組み

１）施設・設備に係る安全管理への取り組み

　　

終業後に施設の見回り及び点検を行い、居残りや施設の安全面での問題が生じていないか

　

どうかをよく確認する。

　　

設備に不備や損傷個所がないか適時点検し、 安全管理に努める。

２）災害や事故、犯罪の防止への取り組み

　　

釣り場の安全施設に暇癖がないか注意を払い、定期的に見回りを実施し、事故・犯罪を未然

　

に防ぐように努める。

　　

身障者においても健常者と同様に釣りを楽しんで頂くように工夫した運営を行う。

３）緊急時の対応

　　

市防災マニュアル等を参考に、 緊急連車絡体制の一覧表を作成し、適切に対応する。

４）個人情報及び情報公開こ関する具体的な取り組み

　　

個人情報にあたっては十分に注意を払い、個人の権利等の侵害が無いように努める。

　　

個人情報保護法を遵守し、 業務上知り得た個人情報を他に漏えいするような行為は行わな

　

し、
ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

５）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

⑥ その他に関する事項

「）自主事業の実施につし、て

　　

釣り大会等を定期的に行うようにする。

２）広報活動に関する具体的な取り組み

　　

毎日の釣果を市のホームページで公表し、釣れる海釣り公園をアピールする。

３）リスクへの対応

　　

常にリスクを念頭に置き、 リスクの発生をできるだけ少なくなるよう現場従業員の日常業

　

務を行うようにし、漁協全職員との連絡・対応体制をとる。

４）地域活動への参加・貢献、自治会等各種団体との協働・連帯への具体的な取り組み

　　　　　　　　

５



地元各種団体や観光協会とのタイアップ事業については積極的に取り組み、 地元福良地区

の発展・活性化につながる施設となるよう努める。

５）上記以外で特別に記載する事項

　　

特にありません。

６
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南あわじ市浮体式多目的公園

指定管理者基本協定書

平成３０年４月１日

南あわじ市



南あわじ市浮体式多目的公園指定管理者

　

基本協定書

南あわじ市（以下「委託者」という。）と福良漁業協同組合（以下「受託者」という。）

とは、南あわじ市浮体式多目的公園（以下「施設」という。）管理運営に関する事業（以

下 「事業」 という。） について、 以下のとおり合意したので、 協定書 （以下 「基本協定」

という。） を締結し、 確認する。

（目的）

第１条

　

基本協定は、委託者と受託者が相互に協力し、施設を適正かつ円滑に管理運営

するために必要な基本的事項を定めることを目的とする。
（公共性及び民間事業の趣旨の尊重）

第２条

　

受託者は、 南あわじ市海釣り公園条例 （平成１７年南あわじ市条例第１５２号）

　

（以下 「条例」 という。） 第１条の設置理念に基づき、 適切な管理運営を行うことに

　

より、利用者へ憩いの場の提供及び観光漁業の発展を図ることを目的とするものであ

　

ることを十分に理解し、 事業の実施に当たっては、 その趣旨を尊重するものとする。

（管理の基準）

第３条

　

受託者は、基本協定、当該事業年度における事項について別に定めた協定（以

　

下「年度協定」 という。）、 条例及び施行規則並びに関係法令、指導等に従い、事業を

実施しなければならない。
（指定期間）

第４条

　

基本協定による指定期間は、 平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

と す る。

　　　　　　　　　

、

（基本的な業務の範囲）

第５条

　

委託者が受託者に管理を行わせる施設は、条例第２条に掲げる施設（以下「施

設」 という。） とし別表第１のとおりとする。 受託者が行う施設の管理運営の業務は

次のとおりとする。

　

（１） 施設の使用許可に関する業務

（２） 施設の使用に係る利用料金の徴収に関する業務

（３） 施設の設備、 器具等の維持管理に関する業務

性） 前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認める業務

（施設の維持管理費等）

第６条

　

施設の修繕費等については、年間２０万円（消費税含む）以上のものについて

　

は委託者が自己費用と責任において実施するものとし、 年間２０万円 （消費税含む）

未満のものについては受託者が自己の費用と責任において実施するものとする。 又・

備品関係について１件につき５万円（消費税含む）以上のものについては委託者受託

者協議により決定し、１件５万円（消費税含む）未満のものについては、受託者が目

　　　　　

９



　

己の費用と責任において実施するものとする。

２

　

施設の管理運営上、必要な日常経費、物品の更新及び船舶保険、傷害保険、その他

　

必要と認められる任意保険に要する経費は受託者の負担とするものとする。
（個人情報の保護等）

第７条

　

受託者が取扱う個人情報については、 南あわじ市個人情報保護条例 （平成１７

年南あわじ市条例第１７号）の規定を準用し、個人情報の漏洩、滅失又はき損の防止そ

　

の他保有する個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
２

　

受託者又は管理業務の一部又は全部に従事する者は、当該管理業務により知り得た

個人情報を他人に知らせ、 又は不当な目的に使用してはならない。
３

　

前２項にかかる詳細については、 別記１ 「個人情報取扱特記事項」 に規定する。
（管理業務にかかる情報の公開）

第８条

　

施設の管理業務において受託者が取扱う情報について、南あわじ市情報公開条

例（平成１７年南あわじ市条例第１８号）の趣旨にのっとり、情報の公開に関して必要

　

な措置を講ずるよう努めなければならない。
（会計区分）

第９条

　

当該管理運営事業に係る会計区分は、 毎年４月１日より翌年３月３１日までと

　

し、 独立した区分経理を行わなければならない。
（事業報告書の作成及び提出）

　　　　　

′

第１０条

　

受託者は、 南あわじ市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第

１０条の規定に基づき、次に掲げる事項を記載した規則で定める事業報告書を作成し、
毎年度終了後、 ２ヶ月以内に委託者に提出しなければならない。
（１） 管理業務の実施状況

（２）′利用状況及び利用拒否等の件数及び事由

（３） 利用料金の収入実績

◎

　

管理に係る経費の収支状況

（５） 前号に掲げるもののほか、 市長が別に定める事項

２

　

受託者は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明ら

かにしておくとともに、委託者が必要と認めるときは、その状況を報告しなければな

　

らない。

３

　

受託者は、事業の実施に当たり、事故等が生じたときは、受託者の責に帰すべき事

　

由によると否とを問わず、 遅滞なく委託者にその状況を報告しなければならない。
（施設使用料の支払い）

第１１条

　

受託者は、 本業務実施の対価として、 委託者に対して施設使用料を支払う。
２

　

施設使用料は、 別途 「年度協定」 に定めるものとする。
（利用料金収入の取り扱い）

第１２条

　

受託者は、 条例等に定めがある場合、 本施設に係る利用料金を受託者の収入

１０



　

として、 収受することができる。

（利用料金の決定）

第１３条

　

利用料金は、 受託者が、 条例に規定する利用料金の範囲内において定めるも

　

のとする。ただし、その決定及び改定についてはあらかじめ委託者の承諾を受けるも

のとする。

（財産の管理）

第１４条

　

受託者は、 事業に係る財産を善良な管理者の注意を持って管理し、 事業の運

営に使用するものとする。
２

　

受託者は、委託者が支払う対価によって受託者が取得した備品については速やかに

財産台帳に登載し、 その状況を明らかにしておかなければならない。
３

　

受託者は、 事業に係る財産を事業運営の目的以外に使用してはならない。 ただし、
委託者の承認をうけたときは、 この限りでない。

４

　

受託者は、事業に係る財産の形状、形質等を変更してはならない。 ただし、委託者

　

の承認を受けたときは、 この限りでない。

５

　

受託者は、天災地変その他の事故により施設に係る財産を滅失し、又は鞍損したと

　

きは、 速やかにその状況を委託者に報告しなければならない。
（委託者の基本協定等の解除）

第１５条

　

委託者は、 受託者が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、
受託者に対して書面により通知した上で、基本協定及び年度協定を解除することがで

き る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　

、

（１） 受託者が受託者の責に帰する事由により基本協定又は年度協定に定める事項を

　

履行しないとき、 又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。

（２） 受託者が基本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反し、かつ、委託者が相

　

当の期間を定めて催告しても、 当該違反の状態が解消されないとき。
（３） 受託者が協定を履行する上で必要とされる資格の取消し、又は停止を受けたとき

　

並びに事業実施能力が無いと判断されたとき。
２

　

委託者又は受託者は、この協定を解除しようとするときは、６ヶ月前までに相手方

に申し出なければならない。
（損害賠償）

第１６条

　

受託者又はその使用人がその責めに帰する事由により、 委託者又は第三者に

　

対し損害を与えたときは、受託者は、委託者との協議により損害を賠償しなければ

　　

ならない。

２

　

津波等の不可抗力により施設の流出が原因で第三者に対し損害を与えたときは、委

託者が責任をもって損害を賠償しなければならない。
（リスク分担）

第１７条

　

管理業務に関するリスク分担については、 天災・暴動等による履行不能な時
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は委託者の負担とするが、その他管理運営上の経費等の赤字に関しては、受託者の負

担とする。

（原状回復義務）

第１８条

　

受託者は、 第４条に定める指定期間が満了したとき、 又は第１５条の規定に

　

より基本協定等が解除されたときは、当該施設又は設備を速やかに原状回復しなけれ

　

ばならない。 ただし、 市長の承認を得たときは、 この限りではない。

（禁止事項）

第１９条

　

受託者は、 基本協定を締結し生じる権利義務による、 次の各号に該当する行

　

為をしてはならない。 ただし、 委託者の許可を得たときはこの限りではない。

　

｛１） 第三者に対し、当該施設の共用、転貸又はこの協定による権利を譲渡、継承若し

　

くは担保に供すること。

　

（２） 当該施設の模様替え等、 現状に変更を加える一切の行為

（信義則）

第２０条

　

委託者及び受託者は、 信義を重んじ、 誠実に基本協定を履行しなければなら

　

なし、。

（疑義等の決定）

第２１条

　

基本協定に定めのない事項及び基本協定に関し疑義が生じたときは、 委託者

　

と受託者とは誠意を持って協議を行い、 これを決定するものとする。

（当該事業年度における協定）

第２２条

　

この基本協定の発効により、 当該事業年度における事項については、 別に年

度協定書を締結する。

委託者と受託者とは、この基本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記

名捺印の上、 それぞれ各１通を保有する。

平成３０年

　

４月

　

‐１日

委託者

　　

兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１

南あわじ市長

　　　

守

　

本

　

憲

　

弘

受託者

　　

兵庫県南あわじ市福良丙２８番地

福良漁業協同組合

代表理事組合長

　　

前

　

田

　

若 男

　　　　　　　　　　　　

１ ２



別表第１（第５条関係）

名

　　　　

称 位

　　　　

置 面

　　　

積

浮体施設 南あわじ市阿方吹上町田尻地

先

６，９４４．０ｏｍ
２

５８４．８１・ｎ
２桟橋・連絡橋 ‐

２６６．２９ｎｎ
２管理棟

６，５０３．ｌｏｎｎ
２駐車場・道路

１３



（案）

南あわじ市浮体式多目的公園

指定管理者年度協定書

平成３０年４月１日

南あわじ市

１４



南あわじ市浮体式多目的公園 指定管理者年度協定書

南あわじ市 （以下「委託者」 という。） と福良漁業協同組合 （以下「受託者」 という。）

とは、南あわじ市浮体式多目的公園（以下「施設」という。）管理運営事業（以下「事業」

という。） の実施について締結した南あわじ市浮体式多目的公園指定管理者基本協定書

（以下「基本協定」という。）に基づき、当該事業年度における協定書（以下「年度協定」

という。） を締結する。

（年度協定の目的）

第１条

　

年度協定は、 本施設の管理業務 （以下「本業務」 という。） の各年度の業務内容

及び本業務の実施の対価として支払わなければならない施設使用料を定めることを目

的とするものである。

（年度協定の期間）

第２条

　

この年度協定の期間は、 平成３０年４月 １日から平成３１年３月３１日までと

する。

（業務内容）

第３条

　

委託者及び受託者は、 平成３０年度の業務内容は、 基本協定第５条及び南あわ

　

じ市海釣り公園条例 （平成１７年南あわじ市条例第１５２号） 第１０条第２項に定め

　

るとおりであることを確認する。

（施設使用料）

第４条

　

受託者は、施設使用料として利用料金の９．４％を委託者に支払うものとする。
２

　

上記利用料金について、 受託者は金額確定後、 委託者の請求により速やかに支払う

　

ものとする。

（疑義等の決定）

第５条

　

年度協定に定めのない事項及び年度協定に関し疑義が生じたときは、 委託者と

受託者とは誠意を持って協議を行い、 これを決定するものとする。

　

委託者と受託者とは、 この年度協定の締結を証するため、 本書２通を作成し、 双方記

名押印の上、 それぞれ各１通を保有する。

平成３０年

　

４月

　

１日

委託者

　　

兵庫県南あわじ市市善光寺２２番地１

南あわじ市

代表者

　

南あわじ市長

　

守 本

　

憲 弘

受託者

　　

兵庫県南あわじ市福良丙２８番地

福良漁業協同組合
代表理事組合長

　　　

前

　

田

　

若 男

　　　　　　　

１ ５




